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1. 平成27年3月期第2四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第2四半期 12,689 3.1 126 △24.8 170 1.9 △62 ―
26年3月期第2四半期 12,307 ― 168 ― 167 ― 51 ―

（注）包括利益 27年3月期第2四半期 △60百万円 （―％） 26年3月期第2四半期 59百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第2四半期 △5.80 ―
26年3月期第2四半期 4.84 4.79

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年3月期第2四半期 6,057 3,347 54.7
26年3月期 6,108 3,513 57.0
（参考）自己資本 27年3月期第2四半期 3,315百万円 26年3月期 3,484百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
27年3月期 ― 0.00
27年3月期（予想） ― 11.00 11.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率） 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益
百万円 ％ 百万円 ％

通期
28,000 

～30,000
7.1 

～14.7
600 

～750
8.8 

～36.0



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料の２ページ「経営成績に関する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期2Q 10,960,700 株 26年3月期 10,956,500 株
② 期末自己株式数 27年3月期2Q 187,200 株 26年3月期 187,200 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期2Q 10,769,323 株 26年3月期2Q 10,745,900 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年９月30日）におけるわが国の経済状況は、４月に消費税率

が引き上げられたものの、日本銀行による異次元の金融緩和や政府の10兆円規模の経済対策を背景とした円安・株高等

により、景気は緩やかながら回復傾向が続いているものの、引き続き個人消費の低迷が懸念される等、先行き不透明な

まま推移いたしました。 

このような状況下における、当社グループのサービスに関わるマーケットの市況は以下のとおりであります。 

  

①  SPOサービス事業領域 

移動体通信業界におきましては、iPhone６の発売により、携帯電話大手各社が販売促進に力を入れており、販売支援

に対するニーズは高まりを見せています。また、マンション向け電力小売り事業に参入する企業が現れる等、他事業へ

の業務拡大の動きも見られます。 

家電業界におきましては、消費税増税の駆け込み需要後の反動からの本格的な回復までには至っていないものの、回

復の兆しが見られます。 

スーパーマーケット業界におきましては、業界を超えた競争が年々厳しさを増しており、子会社を完全子会社化する

等の業界再編の動きが見られました。 

②  BYSサービス事業領域 

主要マーケットの一つである流通業向けの棚卸サービス業界におきましては、競争環境が引き続き厳しい状況である

一方、コンビニエンスストア業界におきましては、大手各社の新規出店が続いており、また、近接領域事業の株式取得

を発表する等の事業拡大を図る企業もあり、引き続き好調な業績で推移しております。 

物流業界におきましては、景気が緩やかな回復基調にある中で、消費関連貨物や建設関連貨物等が一時的に減少した

ものの、生産関連貨物が底堅く推移し、輸送需要は増加傾向にあります。 

食品製造業界につきましては、円安の状況が続いた結果、海外調達仕入れコストが高止まっているため収益率の本格

改善までには至っておりません。 

③  HRサービス事業領域 

人材サービス業界におきましては、企業業績の好調さに支えられ、平成26年９月度の有効求人倍率が1.09倍※と1.0倍

を超えており、より高度な技術や知識を有している人材へのニーズが高まっております。 

④  その他サービス事業領域 

その他サービス事業の柱であるWebサービス事業に関わるインターネット業界におきましては、引き続き市場規模は拡

大しております。 

  
このような状況下で当社グループは、当第２四半期連結累計期間における営業活動として、SPOサービス事業におきま

しては、従来の販売現場における人的サービスだけにとどまらず、当社グループ会社のシナジーを活かしたワンストッ

プ販売促進を支援するサービスの展開を行ってまいりました。 

BYSサービス事業におきましては、コンビニエンスストア大手の業績が好調であり、出店増加に伴う棚卸サービスだけ

にとどまらず、周辺領域まで業務を拡大したことにより、当社クライアントにおいても需要が順調に増加いたしまし

た。また、全国の食品生産工場においても人手不足の影響により人的派遣のニーズが高まっており、積極的な拠点進出

を行うことにより、クライアントニーズを満たすようにサービスを実施してまいりました。 

HRサービス事業におきましては、平成26年９月の有効求人倍率が1.09倍※となり、企業が求める人材ニーズが高度化

する中、当該ニーズを満たすようにサービスを実施してまいりました。 

WebSPOサービス事業におきましては、当社のサンプリングサイトである「もにったー」の掲載商品の拡充と会員数増

加を推進すると共に、同業他社サービスを活用したサンプリングネットワークの構築をいたしました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は12,689,912千円（前年同四半期比3.1％増）、営業利益は126,489

千円（前年同四半期比24.8％減）、経常利益は170,708千円（前年同四半期比1.9％増）となりました。また、特別損失

として、平成26年８月１日に公表いたしましたとおり、事業の選択と集中の観点から連結子会社の一部事業につきまし

て、事業撤退を決定し、事業整理損132,770千円を計上いたしました。このほか、業務の効率化と賃借料の低減を目的と

して、事務所の統廃合を実施したことにより、事業構造改善費用として19,455千円を計上いたしました。その結果、税

金等調整前四半期純利益は18,481千円（前年同四半期比84.1％減）となりました。 
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①  SPOサービス事業 

SPOサービス事業は、メーカー支援及び商業建築サイン企画は、複合的なサービスを提供した結果、前年よりも増加い

たしましたが、放送・通信系クライアントの販促費は一時的に高まったものの前年より減少したため、売上高は

6,229,482千円（前年同四半期比2.5％減）となりました。 

②  BYSサービス事業 

BYSサービス事業は、コンビニエンスストアの新規出店増加に伴う棚卸サービスの需要増加や、棚卸サービスだけにと

どまらず、周辺領域まで業務を拡大した結果、売上高は4,223,157千円（前年同四半期比23.5％増）となりました。 

③  HRサービス事業 

HRサービス事業は、有効求人倍率が1.0倍を超え、企業が求める人材ニーズが複雑かつ高度化する中でサービスを提供

したものの、売上高は2,202,631千円（前年同四半期比10.7％減）となりました。 

④  その他サービス事業 

その他サービス事業は、Webサンプリングサイト「もにったー」の商品拡充と会員数の増加を推進すると共に「もにっ

たー」をフックとした各種サービスを展開した結果、売上高は34,641千円（前年同四半期比12.5％増）となりました。 

  
注）※出典：厚生労働省「一般職業紹介状況(平成26年９月分)について」より 

  

（２）財政状態に関する説明 

(資産) 

当第２四半期連結会計期間の総資産は、6,057,659千円となり、前連結会計年度と比べ50,895千円減少いたしまし

た。これは主に、現金及び預金が458,078千円増加した一方、受取手形及び売掛金が386,847千円、投資その他の資産

が105,942千円減少したこと等によるものであります。 

(負債) 

当第２四半期連結会計期間の負債は、2,710,484千円となり、前連結会計年度と比べ115,517千円増加いたしまし

た。これは主に、買掛金が204,901千円減少した一方、未払金が35,767千円、未払消費税等が202,289千円、事業整理

損失引当金が108,659千円増加したこと等によるものであります。 

(純資産) 

当第２四半期連結会計期間の純資産は、3,347,174千円となり、前連結会計年度と比べ166,413千円減少いたしまし

た。これは主に、利益剰余金が170,170千円減少したこと等によるものであります。 

  

(キュッシュ・フローの状況の分析) 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、2,362,629千円となり、前連

結会計年度と比べ458,078千円増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであ

ります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18,481千円の計上、売上債権の増加額385,871千

円がありました。一方、保険解約返戻金46,759千円、仕入債務の減少額211,817千円等がありました。この結果、キャ

ッシュ・フローは479,132千円となり、前年同四半期と比べ180,016千円増加いたしました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に保険積立金の解約による収入114,980千円、有形固定資産の取得による

支出13,301千円等により87,305千円となり、前年同四半期と比べ35,132千円収入が減少いたしました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額107,271千円等により108,358千円の支出となり、前年同四

半期と比べ797千円支出が増加いたしました。 
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２．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,904,550 2,362,629 

    受取手形及び売掛金 2,968,201 2,581,354 

    商品 35,751 29,235 

    仕掛品 17,326 11,488 

    繰延税金資産 52,938 57,311 

    前払費用 92,735 73,255 

    その他 28,763 67,970 

    貸倒引当金 △3,273 △2,768 

    流動資産合計 5,096,995 5,180,476 

  固定資産     

    有形固定資産 173,154 166,820 

    無形固定資産     

      のれん 37,370 22,309 

      その他 73,705 69,568 

      無形固定資産合計 111,076 91,878 

    投資その他の資産     

      投資その他の資産 734,635 628,692 

      貸倒引当金 △20,798 △21,773 

      投資その他の資産合計 713,837 606,919 

    固定資産合計 998,067 865,617 

  繰延資産 13,491 11,564 

  資産合計 6,108,555 6,057,659 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,550,865 1,345,963 

    未払金 259,707 295,475 

    未払費用 117,875 137,765 

    未払法人税等 82,096 86,137 

    未払消費税等 207,067 409,357 

    預り金 92,390 63,038 

    賞与引当金 38,301 33,270 

    事業整理損失引当金 － 108,659 

    その他 23,876 8,939 

    流動負債合計 2,372,182 2,488,608 

  固定負債     

    長期未払金 9,058 8,948 

    役員退職慰労引当金 211,737 211,737 

    退職給付に係る負債 4 － 

    その他 1,983 1,190 

    固定負債合計 222,784 221,876 

  負債合計 2,594,967 2,710,484 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,385,227 1,385,749 

    資本剰余金 553,758 554,279 

    利益剰余金 1,599,008 1,428,837 

    自己株式 △58,427 △58,427 

    株主資本合計 3,479,566 3,310,439 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 5,084 5,121 

    その他の包括利益累計額合計 5,084 5,121 

  新株予約権 8,739 9,490 

  少数株主持分 20,197 22,123 

  純資産合計 3,513,587 3,347,174 

負債純資産合計 6,108,555 6,057,659 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 12,307,467 12,689,912 

売上原価 10,275,737 10,648,752 

売上総利益 2,031,729 2,041,160 

販売費及び一般管理費 1,863,422 1,914,671 

営業利益 168,307 126,489 

営業外収益     

  受取利息及び配当金 1,553 1,616 

  保険解約返戻金 － 46,759 

  その他 1,736 1,073 

  営業外収益合計 3,290 49,449 

営業外費用     

  支払利息 2,439 2,484 

  創立費償却 1,429 1,429 

  固定資産売却損 － 812 

  その他 152 504 

  営業外費用合計 4,021 5,230 

経常利益 167,576 170,708 

特別損失     

  子会社整理損 51,443 － 

  事業整理損 － 132,770 

  事業構造改善費用 － 19,455 

  特別損失合計 51,443 152,226 

税金等調整前四半期純利益 116,132 18,481 

法人税、住民税及び事業税 88,968 82,819 

法人税等調整額 △24,773 △3,786 

法人税等合計 64,195 79,032 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主
損益調整前四半期純損失（△） 

51,937 △60,551 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △61 1,926 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 51,998 △62,477 
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主
損益調整前四半期純損失（△） 

51,937 △60,551 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 7,275 37 

  その他の包括利益合計 7,275 37 

四半期包括利益 59,212 △60,514 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 59,273 △62,440 

  少数株主に係る四半期包括利益 △61 1,926 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 116,132 18,481 

  減価償却費 36,936 32,371 

  のれん償却額 26,421 15,061 

  創立費償却額 1,429 1,429 

  開業費償却額 498 498 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △2,967 △5,031 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,984 － 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △108 － 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △4 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 470 

  事業整理損失引当金の増減額（△は減少） － 108,659 

  株式報酬費用 1,011 953 

  有形固定資産売却損益（△は益） － 812 

  保険解約返戻金 － △46,759 

  子会社整理損 51,433 － 

  事業構造改善費用 － 19,455 

  受取利息及び受取配当金 △1,553 △1,616 

  支払利息 2,439 2,484 

  売上債権の増減額（△は増加） 537,513 385,871 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △24,635 12,354 

  前払費用の増減額（△は増加） 11,530 19,479 

  仕入債務の増減額（△は減少） △173,521 △211,817 

  未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △100,386 48,707 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △60,748 202,289 

  その他 △81,866 △45,999 

  小計 324,557 558,151 

  利息及び配当金の受取額 2,030 1,695 

  利息の支払額 △2,439 △2,484 

  法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △25,033 △78,231 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 299,115 479,132 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の払戻による収入 200,000 － 

  有形固定資産の取得による支出 △49,681 △13,301 

  有形固定資産の売却による収入 － 312 

  無形固定資産の取得による支出 △12,402 △3,182 

  投資有価証券の取得による支出 △617 △630 

  子会社株式の売却による収入 5,500 － 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 

△6,603 － 

  保険積立金の解約による収入 － 114,980 

  敷金及び保証金の差入による支出 △11,626 △10,806 

  敷金の回収による収入 1,142 2,780 

  その他 △3,272 △2,846 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 122,437 87,305 
 

株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス(6068) 平成27年３月期第２四半期決算短信

8



  

  

  

  

 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  配当金の支払額 △107,032 △107,271 

  その他 △529 △1,087 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △107,561 △108,358 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 313,991 458,078 

現金及び現金同等物の期首残高 1,607,578 1,904,550 

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,921,569 2,362,629 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

  

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

該当事項はありません。 
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